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黒岩祐治神奈川県知事と神遊協理事長が出席して、行われた協定締結式 「災害時帰宅支援ステーション」として、
支援を実施するホールの出入口に貼られているステッカー

都府県方面 都府県方面

イベントの一つとして行われた「支援学校等ダンスパフォーマンス大会・大阪」を
協賛・支援

協賛団体として「現代アートの世界に輝く新星発掘プロジェクト」を長期に渡り支援

神奈川県遊技場協同組合
「災害時支援の取組み　神遊協
『災害時帰宅支援ステーション』」事業

災害時に徒歩での帰宅者や被災者に
水やトイレ、休憩場所などを提供

大阪府遊技業協同組合
「絵画やダンスパフォーマンスを通した
障がい者の社会参加等支援」事業

アートやダンスイベントに協賛して
障がい者の社会参加や自立を支援

創造性や表現力豊かな障がい者に　　
作品発表やパフォーマンスの場を

大阪府では障がい者の社会参加、就労支援、自立支

援などの施策を「官民協働」で取り組んでいるが、大阪府

遊技業協同組合（以下、大遊協）はその趣旨に賛同し、

大阪府から要望のあった施策を検討・選択したうえで、そ

の事業に協賛団体として参画し、障がい者の社会参加や

就労支援のサポートをしている。

そうした事業の一つとして、大遊協では大阪府が実施

する「現代アートの世界に輝く新星発掘プロジェクト」に、

2013年度から2018年度にかけての6年間、協賛団体とし

て支援した。このプロジェクトは、障がい者の創造性豊か

な美術作品を現代アートとして評価し、アーティストとしての

自立に向けたチャレンジを支援する「アートを活かした障が

い者の就労支援」事業に向けた取り組みの一環として

2013年から公募展の形式で開催されているもので、毎年、

800作品以上の応募がある。その中から大阪府知事賞、

審査員賞、入賞、佳作などが選ばれるが、協賛団体から

の特別賞として「大阪のぱちんこ屋さん 大遊協賞」及び

副賞を提供した。

また、昨年から取り組みを開始したのが、「支援学校等

ダンスパフォーマンス大会・大阪」の協賛・支援事業である。

これは障がい者の自立と社会参加、そして障がいや障が

い者への正しい理解を目的に実施される「共に生きる障が

い者展（ともいき）」のイベントの一つとして行われるもので、

府立支援学校のダンス部の活動発表の機会が少ないこと、

また障がい者が日々の活動に目標や目的を持ち、向上心

や一緒に表現する仲間とのつながりや関係性を深めるきっ

かけとなることなどから府が開催している。さらに2024年

のパラリンピックからダンス競技が正式種目になる可能性が

あり、ダンスパフォーマンスへの注目度が上がっていること

からも、大遊協では昨年度から協賛団体となり、支援を開

始した。昨年度は8校1団体が参加したが、大遊協では

特別賞となる「大遊協賞」及び副賞を提供した。

「ここにホールがあってよかった」と　　　
市民から感謝される日に備える

2011年3月11日に発生した東日本大震災では、東京都

心及び近郊で多くの帰宅困難者が出た。今また、南海トラ

フ地震や首都直下型地震が将来において高い確率で発

生するとされており、その対策は必須と言えるだろう。東日

本大震災で67万人が帰宅困難者となった神奈川県内で

も様々な対策が練られているが、その一環として、神奈川

県遊技場協同組合（以下、神遊協）では昨年8月、神奈

川県ならびに3政令指定都市（横浜市、川崎市、相模原市）

との間で、「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」

を締結した。

神遊協の傘下ホールの多くは、駅周辺や街道沿いに立

地していることが多く、おおむね年中無休の長時間営業で

あり、ホールの敷地面積が広いことなどの条件が、大震災

発生時における帰宅困難者の休憩場所としては最適と言

える。そこで地震などの大規模災害が発生したときに「災

害時帰宅支援ステーション」として、帰宅途中の方々に対

して休憩場所の提供、水道水の利用、トイレの使用、道路

や被害状況などの情報の提供を行うというもので、支援を

実施するホール（神遊協組合員400ホール）では、ホール

の出入口に告知のためのステッカー、のぼり旗、店内にポ

スターを掲出することで帰宅支援ステーションであることを

周知することになっている。

この取り組みは、元々、県内の1ホール法人が東日本大

震災の前に始めたもので、震災発生時に街道沿いを歩い

て帰る人たちに飲料水の提供や休憩を呼びかけたところ、

「ここにホールがあってよかった」と大変感謝され、それが

口コミで業界関係者に広がり、2016年には横浜遊技場組

合での取り組みに発展した。今回は、それが神遊協全体

の取り組みとして実を結んだものである。

なお、協定締結にあたり、神遊協ではラジオ、テレビ、ポ

スター、新聞などでの周知活動にも努めた。こうした取り組

みが全国展開され、パチンコ・パチスロホールが災害時の

帰宅支援ステーションの代名詞となるよう、神遊協では願っ

ている。
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